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0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ヘ 介護職員等特定処遇改善加算 ホ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜 た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜

間対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に 間対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に

従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、 従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからニまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからハまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 定した単位数の1000分の63に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからニまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからハまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の42に相当する単位数 定した単位数の1000分の42に相当する単位数

２の２ 地域密着型通所介護費 ２の２ 地域密着型通所介護費

イ 地域密着型通所介護費 イ 地域密着型通所介護費

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 415単位 ㈠ 要介護１ 409単位

㈡ 要介護２ 476単位 ㈡ 要介護２ 469単位

㈢ 要介護３ 538単位 ㈢ 要介護３ 530単位

㈣ 要介護４ 598単位 ㈣ 要介護４ 589単位

㈤ 要介護５ 661単位 ㈤ 要介護５ 651単位

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 435単位 ㈠ 要介護１ 428単位

㈡ 要介護２ 499単位 ㈡ 要介護２ 491単位

㈢ 要介護３ 564単位 ㈢ 要介護３ 555単位

㈣ 要介護４ 627単位 ㈣ 要介護４ 617単位

㈤ 要介護５ 693単位 ㈤ 要介護５ 682単位

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 655単位 ㈠ 要介護１ 645単位
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㈡ 要介護２ 773単位 ㈡ 要介護２ 761単位

㈢ 要介護３ 893単位 ㈢ 要介護３ 879単位

㈣ 要介護４ 1,010単位 ㈣ 要介護４ 995単位

㈤ 要介護５ 1,130単位 ㈤ 要介護５ 1,113単位

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 676単位 ㈠ 要介護１ 666単位

㈡ 要介護２ 798単位 ㈡ 要介護２ 786単位

㈢ 要介護３ 922単位 ㈢ 要介護３ 908単位

㈣ 要介護４ 1,045単位 ㈣ 要介護４ 1,029単位

㈤ 要介護５ 1,168単位 ㈤ 要介護５ 1,150単位

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 750単位 ㈠ 要介護１ 739単位

㈡ 要介護２ 887単位 ㈡ 要介護２ 873単位

㈢ 要介護３ 1,028単位 ㈢ 要介護３ 1,012単位

㈣ 要介護４ 1,168単位 ㈣ 要介護４ 1,150単位

㈤ 要介護５ 1,308単位 ㈤ 要介護５ 1,288単位

⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

㈠ 要介護１ 780単位 ㈠ 要介護１ 768単位

㈡ 要介護２ 922単位 ㈡ 要介護２ 908単位

㈢ 要介護３ 1,068単位 ㈢ 要介護３ 1,052単位

㈣ 要介護４ 1,216単位 ㈣ 要介護４ 1,197単位

㈤ 要介護５ 1,360単位 ㈤ 要介護５ 1,339単位

ロ 療養通所介護費（１月につき） 12,691単位 ロ 療養通所介護費

（削る） ⑴ 所要時間３時間以上６時間未満の場合 1,012単位

（削る） ⑵ 所要時間６時間以上８時間未満の場合 1,519単位

注１ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 注１ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通 しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通

所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第20条第１項 所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第20条第１項

に規定する指定地域密着型通所介護事業所をいう。以下同 に規定する指定地域密着型通所介護事業所をいう。以下同

じ。）において、指定地域密着型通所介護（指定地域密着 じ。）において、指定地域密着型通所介護（指定地域密着

型サービス基準第19条に規定する指定地域密着型通所介護 型サービス基準第19条に規定する指定地域密着型通所介護
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をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の要介護状 をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の要介護状

態区分に応じて、現に要した時間ではなく、地域密着型通 態区分に応じて、現に要した時間ではなく、地域密着型通

所介護計画（指定地域密着型サービス基準第27条第１項に 所介護計画（指定地域密着型サービス基準第27条第１項に

規定する地域密着型通所介護計画をいう。以下同じ。）に 規定する地域密着型通所介護計画をいう。）に位置付けら

位置付けられた内容の指定地域密着型通所介護を行うのに れた内容の指定地域密着型通所介護を行うのに要する標準

要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。 的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利

ただし、利用者の数又は看護職員（看護師又は准看護師を 用者の数又は看護職員（看護師又は准看護師をいう。以下

いう。以下同じ。）若しくは介護職員の員数が別に厚生労 同じ。）若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定

働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣 める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると

が定めるところにより算定する。 ころにより算定する。

２ ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 ２ ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして市町村長に届け出た指定療養通所介護 しているものとして市町村長に届け出た指定療養通所介護

事業所（指定地域密着型サービス基準第40条第１項に規定 事業所（指定地域密着型サービス基準第40条第１項に規定

する指定療養通所介護事業所をいう。以下同じ。）におい する指定療養通所介護事業所をいう。以下同じ。）におい

て、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）につ て、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）につ

いて、指定療養通所介護（指定地域密着型サービス基準第 いて、指定療養通所介護（指定地域密着型サービス基準第

38条に規定する指定療養通所介護をいう。以下同じ。）を 38条に規定する指定療養通所介護をいう。以下同じ。）を

行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、利用者の 行った場合に、現に要した時間ではなく、療養通所介護計

数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大 画（指定地域密着型サービス基準第40条の９第１項に規定

臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定 する療養通所介護計画をいう。）に位置付けられた内容の

めるところにより算定する。 指定療養通所介護を行うのに要する標準的な時間で、それ

ぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護

職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める

基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ

により算定する。

３ ロについて、入浴介助を行っていない場合は、所定単位 （新設）

数の100分の95に相当する単位数を算定する。また、指定

療養通所介護事業所が提供する指定療養通所介護の算定月

における提供回数について、利用者１人当たり平均回数が

、月５回に満たない場合は、所定単位数の100分の70に相

当する単位数を算定する。
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４ （略） ３ （略）

５ イについて、感染症又は災害（厚生労働大臣が認めるも （新設）

のに限る。）の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、

当該月の利用者数の実績が当該月の前年度における月平均

の利用者数よりも100分の５以上減少している場合に、市

町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所において

、指定地域密着型通所介護を行った場合には、利用者数が

減少した月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定

単位数の100分の３に相当する単位数を所定単位数に加算

する。ただし、利用者数の減少に対応するための経営改善

に時間を要することその他の特別の事情があると認められ

る場合は、当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以

内に限り、引き続き加算することができる。

６・７ （略） ４・５ （略）

８ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ６ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、注７を算定している場合は、生活相談 護事業所において、注５を算定している場合は、生活相談

員配置等加算として、１日につき13単位を所定単位数に加 員配置等加算として、１日につき13単位を所定単位数に加

算する。 算する。

９ (略） ７ （略）

10 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ８ イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合し

いるものとして市町村長に届け出て当該基準による入浴介 ているものとして市町村長に届け出て当該基準による入浴

助を行った場合は、１日につき次に掲げる単位数を所定単 介助を行った場合は、１日につき50単位を所定単位数に加

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算 算する。

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。

⑴ 入浴介助加算 40単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 入浴介助加算 55単位 （新設）(Ⅱ)

11 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ９ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所が、中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し 護事業所が、中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し
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、指定地域密着型通所介護を行った場合は、中重度者ケア 、指定地域密着型通所介護を行った場合は、中重度者ケア

体制加算として、１日につき45単位を所定単位数に加算す 体制加算として、１日につき45単位を所定単位数に加算す

る。ただし、注７を算定している場合は、算定しない。 る。ただし、注５を算定している場合は、算定しない。

12 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 10 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、外部との連携により、利用者の身体の 護事業所において、利用者に対して機能訓練を行っている

状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した 場合には、生活機能向上連携加算として、１月につき200

場合には、当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、 単位を所定単位数に加算する。ただし、注11を算定してい

利用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直し る場合は、１月につき100単位を所定単位数に加算する。

た場合を除き３月に１回を限度として、１月につき、⑵に

ついては１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。また、注13を算定している場合、⑴は算定せず、⑵は１

月につき100単位を所定単位数に加算する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

13 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 11 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合し

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 ているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所

護の利用者に対して、機能訓練を行っている場合には、当 介護の利用者に対して、機能訓練を行っている場合には、

該基準に掲げる区分に従い、⑴及び⑵については１日につ 当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる単位

き次に掲げる単位数を、⑶については１月につき次に掲げ 数を所定単位数に加算する。

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、個別機能訓練

加算 イを算定している場合には、個別機能訓練加算 ロ(Ⅰ) (Ⅰ)

は算定しない。

⑴ 個別機能訓練加算 イ 56単位 イ 個別機能訓練加算 46単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ 個別機能訓練加算 ロ 85単位 ロ 個別機能訓練加算 56単位(Ⅰ) (Ⅱ)

⑶ 個別機能訓練加算 20単位 （新設）(Ⅱ)

14 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 12 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、利用者に対して指定地域密着型通所介 護事業所において、利用者に対して指定地域密着型通所介
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護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定 護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定

める期間をいう。）の満了日の属する月の翌月から12月以 める期間をいう。）の満了日の属する年度の次の年度内に

内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につ 限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げ

き次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

次に掲げるその他の加算は算定しない。 その他の加算は算定しない。

⑴ ＡＤＬ維持等加算 30単位 イ ＡＤＬ維持等加算 ３単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ ＡＤＬ維持等加算 60単位 ロ ＡＤＬ維持等加算 ６単位(Ⅱ) (Ⅱ)

15 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 13 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、別に厚生労働大臣が定める利用者に対 護事業所において、別に厚生労働大臣が定める利用者に対

して指定地域密着型通所介護を行った場合は、認知症加算 して指定地域密着型通所介護を行った場合は、認知症加算

として、１日につき60単位を所定単位数に加算する。ただ として、１日につき60単位を所定単位数に加算する。ただ

し、注７を算定している場合は、算定しない。 し、注５を算定している場合は、算定しない。

16 （略） 14 （略）

17 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している （新設）

ものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事

業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同

して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク

及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この注に

おいて同じ。）を行った場合は、栄養アセスメント加算と

して、１月につき50単位を所定単位数に加算する。ただし

、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービ

スを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日

の属する月は、算定しない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管

理栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（注18において「管理栄養士

等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、

当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相
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談等に必要に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し

、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用してい

ること。

⑷ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定地

域密着型通所介護事業所であること。

18 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している 15 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している

ものとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者 ものとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者

又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄 又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄

養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養食 養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養食

事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持 事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持

又は向上に資すると認められるもの（以下「栄養改善サー 又は向上に資すると認められるもの（以下「栄養改善サー

ビス」という。）を行った場合は、栄養改善加算として、 ビス」という。）を行った場合は、栄養改善加算として、

３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき ３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき

200単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サー 150単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サー

ビスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果 ビスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果

、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行 、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算 うことが必要と認められる利用者については、引き続き算

定することができる。 定することができる。

⑴ （略） イ （略）

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士

等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態 、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（
えん

にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 以下この注において「管理栄養士等」という。）が共同

して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮
えん

した栄養ケア計画を作成していること。

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養

利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービ 改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態

スを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に を定期的に記録していること。

記録していること。

⑷・⑸ （略） ニ・ホ （略）
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19 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着 16 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着

型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月 型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月

ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養 ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者
くう

状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養スクリ の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合
くう

ーニング加算として、次に掲げる区分に応じ、１回につき にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に 当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に、

掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次 栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単

に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用者について、 位数に加算する。ただし、当該利用者について、当該事業

当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算 所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合
くう

定している場合は算定しない。 は算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養

改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが

終了した日の属する月は、算定しない。

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

20 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 17 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している

いるものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下して ものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下している
くう くう

いる利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利 利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者

用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔
くう くう くう

口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する 清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練
くう えん えん

訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持

維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注にお 又は向上に資すると認められるもの（以下この注において

いて「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は 「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、口
くう くう

、口腔機能向上加算として、当該基準に掲げる区分に従い 腔機能向上加算として、３月以内の期間に限り１月に２回
くう くう

、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につ を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算する

き次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利
くう

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔
くう くう くう

次に掲げるその他の加算は算定しない。また、口腔機能向 機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる
くう

上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価 利用者については、引き続き算定することができる。
くう

の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引
くう くう

き続き行うことが必要と認められる利用者については、引

き続き算定することができる。
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⑴ 口腔機能向上加算 150単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔機能向上加算 160単位 （新設）(Ⅱ)
くう

（削る） イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置

していること。

（削る） ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士
くう

、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理
くう

指導計画を作成していること。

（削る） ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴
くう

覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービス
くう

を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記
くう

録していること。

（削る） ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を
くう

定期的に評価すること。

（削る） ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定地

域密着型通所介護事業所であること。

（削る） 18 ロについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出て、当該基準による送迎

を行った場合は、個別送迎体制強化加算として、１日につ

き210単位を所定単位数に加算する。

（削る） 19 ロについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出て、当該基準による入浴

介助を行った場合は、入浴介助体制強化加算として、１日

につき60単位を所定単位数に加算する。

21 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している （新設）

ものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事

業所が、利用者に対し指定地域密着型通所介護を行った場

合は、科学的介護推進体制加算として、１月につき40単位

を所定単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定し

た値をいう。以下同じ。）、栄養状態、口腔機能、認知
くう
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症（介護保険法（平成９年法律第123号）第５条の２第

１項に規定する認知症をいう。以下同じ。）の状況その

他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生

労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて地域密着型通所介護計画を見直すなど、

指定地域密着型通所介護の提供に当たって、⑴に規定す

る情報その他指定地域密着型通所介護を適切かつ有効に

提供するために必要な情報を活用していること。

22 （略） 20 （略）

23 利用者が一の指定療養通所介護事業所において、指定療 （新設）

養通所介護を受けている間は、当該指定療養通所介護事業

所以外の指定療養通所介護事業所が指定療養通所介護を行

った場合に、療養通所介護費は、算定しない。

24 イについて、指定地域密着型通所介護事業所と同一建物 21 指定地域密着型通所介護事業所と同一建物に居住する者

に居住する者又は指定地域密着型通所介護事業所と同一建 又は指定地域密着型通所介護事業所と同一建物から当該指

物から当該指定地域密着型通所介護事業所に通う者に対し 定地域密着型通所介護事業所に通う者に対し、指定地域密

、指定地域密着型通所介護を行った場合は、１日につき94 着型通所介護を行った場合は、１日につき94単位を所定単

単位を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむ 位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情

を得ない事情により送迎が必要であると認められる利用者 により送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎

に対して送迎を行った場合は、この限りでない。 を行った場合は、この限りでない。

25 イについて、利用者に対して、その居宅と指定地域密着 22 利用者に対して、その居宅と指定地域密着型通所介護事

型通所介護事業所との間の送迎を行わない場合は、片道に 業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき47単位を

つき47単位を所定単位数から減算する。 所定単位数から減算する。

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所が利用者 市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所が利用者

に対し指定地域密着型通所介護を行った場合又は別に厚生労 に対し指定地域密着型通所介護を行った場合又は別に厚生労

働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届 働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届

け出た指定療養通所介護事業所が利用者に対し指定療養通所 け出た指定療養通所介護事業所が利用者に対し指定療養通所

介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イにつ 介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回に

いては１回につき、ロについては１月につき、次に掲げる所 つき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる
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定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算 その他の加算は算定しない。

定しない。

⑴ イを算定している場合 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ)

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 （新設）(Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 （新設）(Ⅱ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 （新設）(Ⅲ)

（削る） ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅰ)

（削る） ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅱ)

⑵ ロを算定している場合 ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

㈠ サービス提供体制強化加算 イ 48単位 （新設）(Ⅲ)

㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 24単位 （新設）(Ⅲ)

ニ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型通所介護事業所が、利用者に対し、指定地域 指定地域密着型通所介護事業所が、利用者に対し、指定地域

密着型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従 密着型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単 い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸については、別に

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる単位数を

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し 所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

ない。 を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ホ （略） ホ （略）

３ 認知症対応型通所介護費 ３ 認知症対応型通所介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)イ 認知症対応型通所介護費 イ 認知症対応型通所介護費

(ｉ) (ｉ)⑴ 認知症対応型通所介護費 ⑴ 認知症対応型通所介護費


